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② 法第１９条は、次に掲げる最高裁判所判決で確立している雇止めに関する判例法理（いわゆる雇止め

法理）の内容や適用範囲を変更することなく規定したものです。 

法第１９条第１号は、有期労働契約が期間の満了毎に当然更新を重ねてあたかも期間の定めのない契

約と実質的に異ならない状態で存在していた場合には、解雇に関する法理を類推すべきであると判

示した東芝柳町工場事件最高裁判決（最高裁昭和４９年７月 ２２日第一小法廷判決）の要件を規定し

たものです。 

また、法第１９条第２号は、有期労働契約の期間満了後も雇用関係が継続されるものと期待すること

に合理性が認められる場合には，解雇に関する法理が類推されるものと解せられると判示した日立

メディコ事件最高裁判決（最高裁昭和６１年１２月４日第一小法廷判決）の要件を規定したものです。 
 

③ 法第１９条第１号又は第２号の要件に該当するか否かは、これまでの裁判例と同様、当該雇用の臨時

性・常用性、更新の回数、雇用の通算期間、契約期間管理の状況、雇用継続の期待をもたせる使用者

の言動の有無などを総合考慮して、個々の事案ごとに判断されるものです。 

なお、法第１９条第２号の「満了時に」は、雇止めに関する裁判例における判断と同様、「満了時」におけ

る合理的期待の有無は、最初の有期労働契約の締結時から雇止めされた有期労働契約の満了時まで

の間におけるあらゆる事情が総合的に勘案されることを明らかにするために規定したものです。した

がって、いったん、労働者が雇用継続への合理的な期待を抱いていたにもかかわらず、当該有期労働

契約の契約期間の満了前に使用者が更新年数や更新回数の上限などを一方的に宣言したとしても、

そのことのみをもって直ちに同号の該当性が否定されることにはならないと解されるものです。 
 

④ 法第１９条の「更新の申込み」及び「締結の申込み」は、要式行為ではなく、使用者による雇止めの意思

表示に対して、労働者による何らかの反対の意思表示が使用者に伝わるものでもよいものです。 

また、雇止めの効力について紛争となった場合における法第１９条の「更新の申込み」又は「締結の申

込み」をしたことの主張・立証については、労働者が雇止めに異議があることが、例えば、訴訟の提

起、紛争調整機関への申立て、団体交渉等によって使用者に直接又は間接に伝えられたことを概括的

に主張立証すればよいと解されるものです。 
 

⑤ 法第１９条の「遅滞なく」は、有期労働契約の契約期間の満了後であっても、正当な又は合理的な理由

による申込みの遅滞は許容される意味です。 

【第１９条については、次の裁判例が参考になります】 

○ 有期労働契約が期間の満了毎に当然更新を重ねてあたかも期間の定めのない契約と実質的に異な

らない状態で存在していた場合には、解雇に関する法理を類推すべきであると判示した東芝柳町工

場事件最高裁判決（最高裁昭和４９年７月２２日第一小法廷判決）（→P.75 参照） 

 

○ 有期労働契約の期間満了後も雇用関係が継続されるものと期待することに合理性が認められる場合

には、解雇に関する法理が類推されるものと解せられると判示した日立メディコ事件最高裁判決（最

高裁昭和６１年１２月４日第一小法廷判決）（→P.77 参照） 


